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令和３年６月 24 日 

消費者関連情報の提供の在り方検討ワーキング・グループ 

事業者・地方公共団体ヒアリング結果まとめ 

 

１ 事業者ヒアリング結果まとめ      ※ヒアリング順 

（１）株式会社イトーヨーカ堂 

（２）ヤマトホールディングス株式会社 

（３）日本生活協同組合連合会 ・ エフコープ生活協同組合 

（４）トヨタ自動車株式会社「トヨタ消費生活アドバイザーの会」 

（５）トヨタ自動車株式会社「この町いちばん活動」 

（６）株式会社ファミリーマート 

（７）大和リース株式会社 

（８）京都信用金庫 

（９）株式会社高知銀行 

 

２ 地方公共団体ヒアリング結果まとめ   ※ヒアリング順 

（１）徳島県 

（２）横浜市 

（３）大阪府 

 

  

資料１ 
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１ 事業者ヒアリング結果まとめ 

（１）株式会社イトーヨーカ堂 

「本業を通じた地域貢献の取組」 （ヒアリング日：令和３年３月８日） 

 

●取組の目的 

創業の精神“目指すべき姿”―「買う」だけではなく、「集う」「食べる」「遊ぶ」

「学ぶ」「相談する」などの新たな価値を提供し、社会の活力や課題解決につなげ、

“地域になくてはならない存在”となる。 

 
目指すべき姿を踏まえ、本業を通じた社会課題へ対応すべく、地方公共団体との連

携も行っている。 

 

●社内体制 

地域行政との連携は、地域行政推進担当として現地に管理統括マネジャーを配置

し、本部（経営企画室ＣＳＲ・ＳＤＧｓ推進部）が全体統括と地域貢献活動のフォロ

ーを行うという社内体制で取り組んでいる。 

 



 

3 
 

●地域行政との連携体制 

連携の際、行政の各部門と個別にやり取りするわけではなく、行政もイトーヨーカ

堂も共に窓口を一本化することにより、生産性の高い議論を行い横断的な取組を推進

している。 

 

●取組事例 

地域・社会課題の解決に向け、地域行政と連携し認知症啓発イベントや市政情報の

発信など、本業とは直接関係のないさまざまな取組を行っている。 

 

消費者委員会「第 26 回地方消費者行政専門調査会 令和元年 12 月 24 日」 

株式会社イトーヨーカ堂提出資料より抜粋 
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●取組のメリット 

本業を通じた社会課題解決により、地域・社会の価値と企業の価値の双方が創出さ

れる。企業の価値としては、集客効果が見込まれる、企業に対する信頼が高まる、地

域との関係強化が見込まれるなど。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎本業を通じた地域貢献の取組を全国的に取り組んでいる。 

◎現地の行政との連携は管理統括マネジャーを配置、本部が全体統括とフォロー。 

◎現地の行政と現地のイトーヨーカ堂双方ともに窓口を一本化。 

◎地域・社会課題解決に向け現地の行政と連携し、認知症啓発イベントや市政情報発

信など、店舗スペースを活用し本業とは直接関係のないテーマのイベントなどの取

組を実施。 

◎地域・社会課題の解決への取組は、集客効果、企業価値の向上、住民をはじめとし

た地域のステークホルダーとの関係強化などのメリットもある。 



 

5 
 

（２）ヤマトホールディングス株式会社 

「地域共創事業」 (ヒアリング日：令和３年３月８日) 

 

●取組の目的 

持続可能な社会の実現に向けて、従来のデリバリー企業ではなく「より便利で快適

な生活関連サービスを創造する」企業へと変わる。時代の変化から生まれるニーズに

応え、たくさんの社会的な課題の解決を目指し、ヤマトグループの持つ全国をカバー

するネットワークやノウハウ等を活かし、より良いサービスや商品の提供により社会

の役に立つ。 
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●地域共創による新規事業 

東京都多摩市と千葉県松戸市において、地域共創による新規事業「ネコサポ」を事

業化し、行政とも連携して取り組んでいる。 
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●地域共創事業における取組事例 

ネコサポのスペースと機能を活用し、本業とは直接関係のないさまざまな住民向け

のイベントを他の事業者や住民と連携して開催している。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

◎従来のデリバリー事業ではなく、地域共創による新しいサービスの創造に取り組

んでいる。地域・社会課題の解決に向けて、自社の持つ機能やノウハウを活かした

“事業化”を実現。 

◎「ネコサポ」を拠点に、地域の「総合生活サポートのプラットフォーマー」として、

地域の行政や他の事業者などと連携し様々なサービスを提供。 

◎店舗スペースを活用し、本業とは直接関係のないテーマのイベントなどを他の事業

者や住民と連携して開催。 


